
令和 2年 4月 17 日 

「新型コロナウイルス感染症に伴う緊急特別調査」調査結果 

新潟市経済部産業政策課 

【調査概要】 

○調査期間：4/1～4/10（3/31 発送） 回収率 90.2％（379社/420 社） 

○調査対象：業種別・従業者別に抽出した 420事業所（７分類・３段階×各 20事業所） 

７分類：製造業、非製造業（5業種：建設業、運輸・通信業、卸・小売業、 

飲食・宿泊業、サービス業）、その他（医療・福祉、教育） 

３段階：従業員規模（1-4 人、5-19 人、20 人以上） 

○調査項目：①影響の有無、②前年同月売上比、③今後 3か月の売上見通し、④マイナスの影響

⑤今後実施を検討している対応策、⑥期待する支援策、⑦自由回答 

 

【問１】新型コロナウイルス感染症の拡大による企業活動への影響はありますか。 

 

 

 

問１ 回答数 割合 

①マイナスの影響がある 217 57.3% 

②現在影響はないが， 

今後マイナスの影響が見込まれる 
130 34.3% 

③マイナスの影響はない 32 8.4% 

合計 379 100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 回答数 割合 

①５割以上の売上減 58 16.7% 

②３割以上～５割未満の売上減 74 21.3% 

③１割以上～３割未満の売上減 124 35.7% 

④１割未満の売上減 43 12.4% 

⑤同水準の売上 42 12.1% 

⑥増加 4 1.2% 

⑦不明（空欄） 2 0.6% 

問２ 回答数 割合 

①５割以上の売上減 41 18.9% 

②３割以上～５割未満の売上減 48 22.1% 

③１割以上～３割未満の売上減 87 40.1% 

④１割未満の売上減 22 10.1% 

⑤同水準の売上 13 6.0% 

⑥増加 3 1.4% 

⑦不明（空欄） 3 1.4% 

【問２】令和２年３月の売上について、前年同月

と比較してどうですか。 

 

 

【問３】令和２年４～６月の３か月間の売上見込み

について、前年同月と比較してどうですか。 
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【問１】新型コロナウイルス感染症の拡大による企業活動への影響はありますか。（n=379） 

選択肢 回答数 割合 

① マイナスの影響がある 217 57.3% 

② 現在影響はないが，今後マイナスの影響が見込まれる 130 34.3% 

③ マイナスの影響はない 32 8.4% 

 

製造業＋影響の大きい業種 ① ② ③ 

全体値 57.3% 34.3% 8.4% 

 製造業 64.9% 29.8% 5.3% 

 小売業 79.4% 8.8% 11.8% 

 宿泊業 87.5% 12.5% 0.0% 

 飲食サービス業 93.6% 6.4% 0.0% 

教育・学習支援業 75.0% 25.0% 0.0% 

 

【問２】令和２年３月の売上について、前年同月と比較してどうですか。（n=217） 

選択肢 回答数 割合 

① ５割以上の売上減 41 18.9% 

② ３割以上～５割未満の売上減 48 22.1% 

③ １割以上～３割未満の売上減 87 40.1% 

④ １割未満の売上減 22 10.1% 

⑤ 同水準の売上 13 6.0% 

⑥ 増加 3 1.4% 

⑦ 不明（空欄） 3 1.4% 

 

製造業＋影響の大きい業種 ① ② ③ 

全体値 18.9% 22.1% 40.1% 

 製造業 10.8% 18.9% 54.1% 

 運輸業・郵便業 23.5% 41.2% 23.5% 

 卸売業 28.6% 7.1% 57.1% 

 宿泊業 71.4% 28.6% 0.0% 

 飲食サービス業 36.4% 29.5% 27.3% 

 

【問３】令和２年４～６月の３か月間の売上見込みについて、前年同月と比較してどうですか。 

選択肢 回答数 割合 

① ５割以上の売上減 58 16.7% 

② ３割以上～５割未満の売上減 74 21.3% 

③ １割以上～３割未満の売上減 124 35.7% 

④ １割未満の売上減 43 12.4% 

⑤ 同水準の売上 42 12.1% 

⑥ 増加 4 1.2% 

⑦ 不明（空欄） 2 0.6% 

 

製造業＋影響の大きい業種 ① ② ③ 

全体値 16.7% 21.3% 35.7% 

 製造業 11.1% 27.8% 44.4% 

 運輸業・郵便業 24.0% 20.0% 24.0% 

 小売業 16.7% 30.0% 43.3% 

 宿泊業 87.5% 12.5% 0.0% 

 飲食サービス業 42.6% 38.3% 14.9%   

凡例 

（n=347） 

平均以上 

平均 10%超 

【参考：問１～３の業種別状況】 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種共通：雇用維持、操業体制の維持に抜本的な対策が講じられないと企業活動に支障が出る。 

     融資ではなく、補助金制度の新設を要望する、景気が悪いので返済もできない。 

製造業：食品製造のため飲食店などの取引先からの受注減や廃業増加を懸念している。 

建設業：公共工事や民間設備投資動向が不安要素として心配される。 

運輸･情報通信業：税金の納税時期を長期に猶予してほしい。今のままでは納税できない。 

卸･小売業：テナントの都合により、接客の際にマスク着用が義務となっているが、入手が困難。 

宿泊･飲食サービス業：収束が見えず、何を準備してよいかわからない。 

【問４】貴事業所では「売上減少」以外にどのような影響が生じていますか。（複数選択） 

【問５】貴事業所ではどのような対策を検討していますか（複数選択最大 3つ） 

【問６】貴事業所では支援機関等に対してどのような支援策を期待しますか（複数選択最大 3つ） 

【問７】貴事業所における課題や問題点、市へのご意見・ご要望（自由記述） 
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新事業展開

令和2年度の採用計画の見直し

その他

取引先の見直し

解雇などの雇用調整

残債返済の条件変更等

投資計画の見直し

生産計画の見直し

BCP（事業継続計画）の整備・見直し

商品・在庫等の多めの確保

テレワークや勤務時間短縮等の勤務体制の見直し
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当面の事業資金の調達
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採用活動に関する支援

その他

特になし

衛生対策マニュアル等の策定支援

風評被害への対応

消費喚起策

就業形態や雇用維持のための支援

固定資産税や法人市民税などの納税猶予

市制度融資の拡充

※問１で①または②と答えた事業所（n=347） 

（n=377） 

（n=378） 


